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産   業 
 

 

商業及び 工業に つ い て は， 多彩な 人材が活躍し ， 持続可能な 経済活動が展開さ れる

ま ち の 実現に 向け ， 新た な 産業の創出に 取り 組む ほか， 地域を 支え る 産業の成長促進

や魅力 あ る 就業環境と 担い 手の確保等に よ り ， 地域産業の活性化に 取り 組ん で い る 。  

農林 水産 業に つ い て は ， 都 市型 農業 な ど 地域 の特 性を 生か し た 農業 の振 興に よ り ，

安全安 心かつ 新鮮で 良質な 農畜産物の供給を 図る と と も に ， 多様な 機能を 持つ 森林や

豊かな 漁場の育成な ど に 努め て い る 。 ま た ， 持続可能な 農林水産業の確立に 向け ， 次

世代の 担い 手の確保・ 育成を 図る と と も に ， Ｉ Ｃ Ｔ 等を 活用し た ス マ ー ト 農林水産業

に よ る 生産性の向上， ６ 次産業化や他産業と の連携に よ る 本市農林水産物の魅力の向

上・ 発 信な ど を 通じ て ， 農林水産業の振興に 取り 組ん で い る 。  

１ 商工概況 

(1) 事業所概要 

本市は，南九州に お け る 産業活動の拠点都市と し て 重要な 役割を 担い な がら ，商業・

サー ビ ス 業を 中心に 発展を つ づ け て い る 。  

令和３ 年６ 月１ 日現在の経済セ ン サス （ 活動調査） に よ る と ， 産業別事業所数は卸

売・ 小 売業が全体の26. 3％で 最も 多く ， 宿泊業， 飲食サー ビ ス 業が 11. 5％， 医療・ 福

祉が11. 1％と つ づ い て い る 。 経営規模に つ い て は， 従業者規模別で みる と ， 中小・ 零

細な 事 業所が多く ， 従業者数４ 人以下が 54. 6％を 占めて い る 。  

① 産業別事業所数（非農林漁業）     （ 令 和３ 年経 済セ ン サ ス － 活動 調査 ） 

区 分 

産 業 

事 業 所 数 従 業 者 数 １ 事業所当たり  

従業者数（ 人）  実 数 構成比（ ％） 実 数（ 人） 構成比（ ％） 

鉱業， 採石業， 砂利採取業 10 0. 0% 58 0. 0% 5. 8 

建 設 業 2, 323 8. 8% 19, 796 7. 2% 8. 5 

製 造 業 1, 109 4. 2% 16, 419 6. 0% 14. 8 

電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業 57 0. 2% 1, 205 0. 4% 21. 1 

情 報 通 信 業 327 1. 2% 5, 582 2. 0% 17. 1 

運 輸 業 ・ 郵 便 業 657 2. 5% 15, 122 5. 5% 23. 0 

卸 売 業 ・ 小 売 業 6, 966 26. 3% 61, 639 22. 5% 8. 8 

金 融 業 ・ 保 険 業 576 2. 2% 7, 749 2. 8% 13. 5 

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 1, 845 7. 0% 7, 029 2. 6% 3. 8 

学術研究， 専門・ 技術サービス業 1, 538 5. 8% 8, 934 3. 3% 5. 8 

宿泊業， 飲食サービ ス 業 3, 036 11. 5% 24, 779 9. 1% 8. 2 

生活関連サービ ス業， 娯楽業 2, 213 8. 3% 11, 320 4. 1% 5. 1 

教 育 ， 学 習 支 援 業 860 3. 2% 11, 718 4. 3% 13. 6 

医 療 ・ 福 祉 2, 952 11. 1% 57, 715 21. 1% 19. 6 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 163 0. 6% 2, 225 0. 8% 13. 7 

サービス業（ 他に分類さ れないもの）  1, 873 7. 1% 22, 150 8. 1% 11. 8 

総 数 26, 505 100% 273, 440 100%  

（ 注１ ） 数字は， 公務を 除く 民営のみの集計で あ る 。  

（ 注２ ）「 構成比」 の総数は， 四捨五入の関係で 必ずし も 100に な ら な い 。  
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② 産業別・規模別事業所数（非農林漁業） （ 令和３ 年経済セ ン サス －活動調査）  

従業者別 

産 業 

１ 〜 

４ 人 

５ 〜 

９ 人 

10〜 

19人 

20〜 

29人 

30〜 

49人 

50〜 

99人 

100〜

199人 

200〜

299人 

300人

以上 

出向・ 派遣

従業者のみ 
計 

鉱業． 採石業． 砂利採取業 ３  ６  １  - − − − − − − 10 

建 設 業 1, 158 600 361 85 71 26 14 １  − ７  2, 323 

製 造 業 494 240 156 80 71 50 ９  ３  ４  ２  1, 109 

電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業 32 ６  ６  ２  ２  ４  １  ２  − ２  57 

情 報 通 信 業 146 65 49 19 20 16 ３  ３  ２  ４  327 

運輸業・ 郵便業 210 87 123 88 65 47 24 ３  ２  ８  657 

卸売業・ 小売業 3, 722 1, 537 1, 030 304 191 96 35 ５  ５  41 6, 966 

金融業・ 保険業 203 133 130 41 35 20 ６  １  - ７  576 

不動産業・ 物品賃貸業 1, 502 218 69 20 12 ８  １  １  − 14 1, 845 

学術研究． 専門・ 技術サービス業 1, 005 318 131 37 24 13 ３  − − ７  1, 538 

宿泊業．飲食サービス業 1, 735 631 363 155 93 44 ４  ２  １  ８  3, 036 

生活関連サービス業． 娯楽業 1, 713 228 125 58 38 18 ３  １  １  28 2, 213 

教育． 学習支援業 499 130 96 40 55 21 ９  １  ４  ５  860 

医 療 ・ 福 祉 908 801 639 228 176 110 49 12 19 10 2, 952 

複合サービ ス 事業 56 77 20 ５  − ２  − − ２  １  163 

サービス業（ 他に分類されないもの）  1, 095 316 201 61 64 51 21 ７  ７  50 1, 873 

総 数 14, 481 5, 393 3, 500 1, 223 917 526 182 42 47 194 26, 505 

構 成 比 （ ％ ）  54. 6% 20. 3% 13. 2% 4. 6% 3. 5% 2. 0% 0. 7% 0. 2% 0. 2% 0. 7% 100% 

（ 注１ ） 数字は， 公務を 除く 民営のみの集計で あ る 。  

（ 注２ ）「 構成比」 の総数は， 四捨五入の関係で 必ずし も 100に な ら な い 。  

(2) 商  業 

卸売業， 小売業に つ い て ， 令和３ 年経済セ ン サス （ 活動調査） に よ る と ， 事業所数

は 6, 966， 従 業者 数 は61, 639人 ， 年 間商 品販 売額 は 2兆2, 210億 4, 300万円 , 売場 面 積は

627, 129㎡で あ る 。 ま た ， 飲食店に つ い て は， 事業所数 は2, 613， 従業者数は18, 527人

と な っ て い る 。  

（ 令和３ 年経済セ ン サス －活動調査）  

項目 

業種 
事業所数 

従業者数

（ 人）  

年間商品販売額 

（ 百万円）  

売場面積

（ ㎡）  

卸 

売 

業 

各 種 商 品 13 137 11, 234 - 

繊 維 ・ 衣 服 等 61 578 12, 440 - 

飲 食 料 品 529 6, 575 540, 409 - 

建築材料， 鉱物・ 金属材料等 482 4, 127 299, 582 - 

機 械 器 具 683 6, 506 378, 423 - 

そ の 他 の 卸 売 業 537 4, 721 349, 105 - 

計 2, 306 22, 687 1, 591, 192 - 

小 

売 

業 

各 種 商 品 15 2, 592 50, 696 76, 431 

織 物・ 衣 服・ 身 の 回 り 品  600 2, 992 37, 029 81, 970 

飲 食 料 品 1, 361 15, 393 187, 603 199, 608 

機 械 器 具 704 4, 408 125, 934 45, 955 

そ の 他 の 小 売 業 1, 742 11, 108 182, 501 223, 165 

無 店 舗 小 売 業 237 2, 457 46, 088 - 

計 4, 660 38, 952 629, 851 627, 129 

総 計 6, 966 61, 639 2, 221, 043 627, 129 

飲 食 店 2, 613 18, 527   

（ 注１ ）格付け 不能の事業所数及び 従業者数に つ い て は，計に のみ計上し て い る た め ，
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各業種の合計と 必ず し も 一致し な い 。  

（ 注２ ） 年間商品販売額に つ い て は， 積み上げた 数値と そ の合計値は四捨五入の関係

で 必ず し も 一致し な い 。  

(3) 工  業 

令和３ 年経済セ ン サス（ 活動調査） に よ る と ， 従業者４ 人以上の事業所数は466， 従

業者数 は11, 705人， 製造品出荷額等は3, 387億4, 304万円と な っ て い る 。  

業種別に 製造品出荷額等を みる と ， 食料品製造業が最も 多く ， 続い て ， 飲料・ た ば

こ ・ 飼 料製造業， 印刷・ 同関連業の順と な っ て い る 。  

① 工業における事業所数等（従業者４人以上の事業所） 

（ 令和３ 年経済セ ン サス －活動調査）  

業  種  分  類 事業所数  
従業員数  

（ 人）  

製造品出荷額等 

（ 万円）  

食 料 品 製 造 業  145 5, 605 14, 863, 297 

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 32 923 10, 719, 732 

繊 維 工 業  29 498 425, 389 

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業  11 176 343, 567 

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業  16 130 184, 122 

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業  6 205 528, 472 

印 刷 ・ 同 関 連 業  48 1, 009 1, 169, 353 

化 学 工 業  7 104 618, 319 

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業 4 52 140, 967 

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業  4 57 201, 891 

ゴ ム 製 品 製 造 業  2 17 Ｘ  

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業  29 559 1, 045, 327 

鉄 鋼 業  6 144 403, 616 

非 鉄 金 属 製 造 業  1 4 Ｘ  

金 属 製 品 製 造 業  45 724 1, 035, 817 

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業  6 41 83, 146 

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業  17 347 821, 153 

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業  8 109 107, 660 

電子部品・ デバイ ス ・ 電子回路製造業 6 470 203, 772 

電 気 機 械 器 具 製 造 業  6 69 93, 261 

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業  12 166 426, 933 

そ の 他 の 製 造 業  26 296 420, 693 

計 466 11, 705 33, 874, 304 

（ 注） Ｘ は統計処理上公表す る こ と が好ま し く な い も のを 表す 。  

 

② 本市特産品の製造品出荷額等      （ 令 和３ 年経 済セ ン サ ス － 活動 調査 ） 

区 分 
事業所数 製造品出荷額（ 百万円）  

備  考 
県 市 県 市 

荒 茶 ・ 緑 茶 174 18 36, 607 16, 559 
従 業 者 ４ 人 

以 上 の 事 業 所 
焼 酎 104 5 83, 253 6, 207 

本 場 大 島 紬 14 9 448 237 
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(4) 貿  易 

① 概  況 

令和５ 年の鹿児島港に お け る 貿易総額（ 通関実績） は， １ 兆7, 724億3, 438万円

で ，前年に 比べ12. 1％の減で あ る 。輸出総額は，34億1, 221万円（ 貿易総額の0. 2％）

で ， 前年比97. 1％の減， 輸入総額は１ 兆7, 690億2, 217万円（ 貿易総額の99. 8％）

で ， 前年に 比べ6. 9％の減で あ っ た 。  

貿易面から みる と 圧倒的に 輸入港と し て の性格が強い 。  

輸出に つ い て は， 金属鉱及び く ず が全体の25. 2％で も っ と も 多く ， 次い で 精密

機械類が19. 6％な ど と な っ て い る 。  

一方， 輸入に つ い て は， 全体の94. 2％を 石油及び 同製品が占め て お り ， 次い で

穀物及び 同調製品が3. 1％と な っ て い る 。  

 

② 鹿児島港・鹿児島空港における通関実績           （ 単 位： 千円 ） 

区 分 
令和３ 年 令和４ 年 令和５ 年 

実 績 対前年比 実 績 対前年比 実 績  対前年比 

輸 

出 

鹿児島港 120, 623, 340 154. 3% 116, 742, 422 96. 8％ 3, 412, 212 2. 9％ 

空  港 558, 348 246. 4% 248, 851 44. 6％ 140, 691 56. 5％ 

計 121, 181, 688 154. 6% 116, 991, 273 96. 5％ 3, 552, 903 3. 0％ 

輸 

入 

鹿児島港 987, 061, 970 141. 3% 1, 899, 303, 928 192. 4％ 1, 769, 022, 171 93. 1％ 

空  港 8, 230, 508 795. 0% 5, 402, 561 65. 6％ 10, 358, 059 191. 7％ 

計 995, 292, 478 142. 2% 1, 904, 706, 489 191. 3％ 1, 779, 380, 230 93. 4％ 

輸
出
入
合
計 

鹿児島港 1, 107, 685, 310 142. 6% 2, 016, 046, 350 182. 0％ 1, 772, 434, 383 87. 9％ 

空  港 8, 788, 856 696. 5% 5, 651, 412 64. 3％ 10, 498, 750 185. 8％ 

計 1, 116, 474, 166 143. 5% 2, 021, 697, 762 181. 1％ 1, 782, 933, 133 88. 2％ 

資料： 令和５ 年外国貿易年表( 長崎税関)  

 

③ 品目別輸出額（鹿児島港）                 （ 単 位： 千円 ） 

品  目  令和５ 年実績 構成比 主な 輸出先 

金 属 鉱 及 び く ず  861, 549 25. 2％ 韓国, 台湾 

精 密 機 械 類 670, 000 19. 6％ 台湾 

魚 介 類 及 び 同 調 整 品 618, 446 18. 1％ アメ リ カ, 韓国, 台湾  

元 素 及 び 化 合 物 594, 030 17. 4％ アメ リ カ, メ キシコ, ハンガリ ー 

一 般 機 械 325, 334 9. 5％  台湾, パラオ 

そ の 他 342, 853 10. 0％  

合 計 3, 412, 212 100. 0％ （ 前年比2. 9％）  

資料： 令和５ 年外国貿易年表( 長崎税関) , 財務省貿易統計税関別概況品別国別表 ( 2023

年)  

（ 注）「 構成比」 の合計は， 四捨五入の関係で 必ず し も 100に な ら な い 。  
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④ 品目別輸入額（鹿児島港）                 （ 単 位： 千円 ） 

品  目 令和５ 年実績 構成比 主な 輸入先 

石 油 及 び 同 製 品 1, 666, 356, 719 94. 2％ アラブ首長国連邦, サウジアラビア 

穀 物 及 び 同 調 製 品 55, 300, 269 3. 1％  アメ リ カ, ブラジル, オースト ラリ ア 

飼 料 23, 237, 640 1. 3％  中国, ブラジル, アメ リ カ 

天然ガ ス 及び 製造ガ ス 15, 809, 150 0. 9％  オースト ラリ ア 

魚 介 類 及 び 同 調 製 品 3, 327, 869 0. 2％  中国, インド ネシア 

そ の 他 4, 990, 524 0. 3％   

合 計 1, 769, 022, 171 100. 0％ （ 前年比93. 1％）  

資料： 令和５ 年外国貿易年表（ 長崎税関） , 財務省貿易統計税関別概況品別国別表 ( 2023

年)  

(5) 商工業振興対策 

① 中小企業振興基本条例 

施行期日  令和４ 年４ 月１ 日  

目  的  中小企業の振興に 関し 基本理念， 基本方針そ の他基本的な 事項を 定

め市の責務等を 明ら かに す る こ と に よ り ， 中小企業の振興に 関す る 施

策を 総合的かつ 計画的に 推進し ， も っ て 地域経済の健全な 発展及び 市

民生活の向上に 寄与す る こ と を 目的と す る 。  

条例の概要 

ア  基本理念（ 第３ 条）  

( ｱ)  中小企業者の創意工夫及び 自主的な 努力を 促進  

( ｲ)  人材， 技術， 産業基盤， 自然， 歴史な ど 本市の有す る 資源の効果的な 活

用 

( ｳ)  市， 中小企業者， 市民な ど 各主体が相互に 連携  

イ  各主体の責務， 役割等（ 第４ 条〜 第10条）  

市， 中小企業者， 市民な ど 各主体が中小企業の振興に 当た り 果た す べき 責

務， 役割等を 規定  

ウ  基本計画（ 第16条）  

中 小 企 業 振 興 施 策 を 計 画 的 か つ 効 果 的 に 実 施 す る た め の 基 本 的 な 計 画 を

策定 

エ  「 中小企業振興推進会議」 の設置（ 第 17条）  

中小企業振興施策を 総合的に 推進す る た め ，「 中小企業振興推進会議」 を 設

置 

 

② 商工業振興プラン推進事業 

中小企業振興基本条例に 規定す る 基本計画で あ る 商工業振興プ ラ ン （ 第２ 期）

の着実な 推進を 図る た め，「 中小企業振興推進会議」 を 開催し ， 市・ 関係団体の施

策の見直し ・ 展開に つ い て 協議・ 調整を 行う と と も に ，「 熱度マ ネ ジ メ ン ト 会議」

を 設置し ， 市や事業者， 関係団体な ど 各主体が連携し た 取組を 進め ， 商工業の振

興を 図る 。  
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③ 商業・サービス業振興 

商業・ サー ビ ス 業に つ い て は， 消費者ニ ー ズ の多様化やデ ジ タ ル化の進展な ど

取り 巻く 社会経済環境の変化に 対応し ， 経営力の向上を 図る た め ， 専門家の伴走

支援やＩ Ｃ Ｔ ツ ー ルの導入助成に よ る 小規模事業者の生産性向上への支援のほか，

中核を 担う 商店街等の活性化を 図る た めに 実施す る イ ベ ン ト や環境整備な ど 各種

取組に 対し ， 支援を 行う 。  

（ 商業・ サー ビ ス 業施策）  

ア  中小企業振興助成条例に 基づ く 助成事業  

一般公衆の利便に 寄与す る 街路灯・ ア ー ケ ー ド 等の共同施設や事業共同化の

た めの共同施設を 設置す る 商店街等に 対し ，助成対象事業費の２ 分の１ 以内（ 補

助限度額： １ 事業に つ き １ 億円） を 助成し ， ま た ， Ｌ Ｅ Ｄ 等の省エ ネ 型街路灯

への改修を 行う 商店街に 対し ， 助成対象事業費の２ 分の１ 以内（ 補助限度額 ：

100万円） を 助成す る 。（ 令和 ６ 年度実績３ 件）  

さ ら に ， 中小企業者が事業協同組合等を 組織し た 場合に ， ５ 万円＋２ 千円× 

組合員数（ 補助限度額 ： 10万円） を 助成す る 。（ 令和 ６ 年度実績な し ）  

イ  街な かリ ノ ベ ー シ ョ ン 推進事業  

空き 店舗等の有効活用に よ る ま ち のに ぎ わい 創出を 図る た め ， 空き 店舗等を

活用す る 事業計画作成を 支援す る 街な かリ ノ ベ ー シ ョ ン 実践セ ミ ナ ー 等を 開催

す る 。（ 令和６ 年度実績 セ ミ ナ ー 受講者数 15人）  

ウ  頑張る 商店街支援事業  

商店街等が独自のア イ デ ア や創意工夫を 生かし ， 商店街の活性化を 図る た め

に 実施す る 事業に 対し ， 補助対象経費の２ 分の１ 以内（ 補助限度額： 50万円）

を 助成す る 。（ 令和６ 年度実績43件） ま た ， 商店街や中小企業者で 組織す る 団体

等の自主的な 研修会開催や， 中小企業者の中小企業大学校人吉校の研修受講に

対し 助成す る 。（ 令和６ 年度実績  研修会の開催２ 件， 研修の受講１ 件）  

エ  明る い 商店街づ く り 支援事業  

商 店 街 の 夜 の 魅 力 の 創 出 と 消 費 者 が 安 心 し て 楽 し く 買 物 が で き る 環 境 づ く

り を 促進す る た めに ， 商店街が設置し ， 維持管理す る 街路灯等に かかる 電気料

の一部及び リ ー ス 又はレ ン タ ル契約に よ り 省エ ネ 電球を 導入し た 場合のリ ー ス

又はレ ン タ ル料の一部に つ い て 助成す る 。（ 令和６ 年度実績 65件）  

オ  大学連携に よ る 繁盛店づ く り コ ン サルテ ィ ン グ 事業  

マ ー ケ テ ィ ン グ を 学ぶ学生と 店主の協働に よ る 小売・ 卸売・ 飲食サー ビ ス 業

の魅力向上に 取り 組む こ と で ，繁盛店づ く り と ，若者の育成・ 地元定着を 図る 。

（ 令和６ 年度実績６ 店舗）  

カ  創業者テ ナ ン ト マ ッ チ ン グ 事業  

本市が主催す る 創業に 関す る セ ミ ナ ー な ど を 修了し た 者が， 中心市街地内や

団地核に あ る 空き 店舗を 活用し て ， 新規開業す る 場合， 店舗の整備に 要す る 経

費に 対し て 助成す る 。（ 令和６ 年度実績４ 件）  

キ  プ レ ミ ア ム 付商品券等発行支援事業［ 令和 ６ 年度繰越事業］  

物価高騰の影響を 受け る ， 小売・ サー ビ ス 業等の事業者への支援や商店街の

活性化， 地域に お け る 消費の喚起・ 下支え を 行う た め ， プ レ ミ ア ム 付商品券の

発行な ど を 行う 商店街等に 対し 助成す る 。（ 令和６ 年度実績 17団体）  

ク  小規模事業者Ｉ Ｃ Ｔ 導入促進支援事業  

小規模事業者のＩ Ｃ Ｔ を 活用し た 業務プ ロ セ ス の改善・ 効率化に よ る 生産性
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向上の取組を 促進す る た め ， 専門家の派遣やＩ Ｃ Ｔ ツ ー ルの導入助成を 行う 。

（ 令和６ 年度実績19件）  

ケ  ク リ エ イ テ ィ ブ 産業の育成支援  

鹿児島市ク リ エ イ テ ィ ブ 産業創出拠点施設「 マ ー ク メ イ ザン 」 を 拠点に ， ク

リ エ イ テ ィ ブ 人材等の育成や多様な 事業者等と の交流のほか， 入居企業等の支

援な ど を 行う 。  

( ｱ)  ク リ エ イ テ ィ ブ 人材育成  

( ｲ)  コ ミ ュ ニ テ ィ 形成  

( ｳ)  ス タ ー ト ア ッ プ 支援 

( ｴ)  入居者等の支援 

( ｵ)  情報発信 

・ マ ー ク メ イ ザン の概要 

所 在 地 名山町９ −15 

供用開始 平成31年２ 月 

延床面積 2, 732. 2㎡ 

入居室24室， シ ェ ア オ フ ィ ス ６ ブ ー ス ， 交流ス ペ ー ス ， ユ ー テ ィ リ テ ィ ス タ

ジ オ ， テ ス ト キ ッ チ ン な ど を 設置  

 

④ 工業・地場産業振興 

本市工業は， 食料品関連産業及び 印刷関連産業な ど の中小企業が中心と な っ て

お り ， そ の約７ 割は小規模企業で あ る 。  

今後は， 社会経済環境の変化に 対応し ， 経営基盤の強化， 製品の品質向上や技

術力， 研究開発力等の充実を 図る と と も に ， 地域の資源や特性を 生かし た 新事業

の創出や新分野への事業展開な ど のほか， 起業家を 目指す 人材の育成やベ ン チ ャ

ー 企業の育成支援に ， 産学官が連携し て 取り 組む。  

さ ら に ， 地場産業に つ い て は， 伝統技術・ 技能を 継承す る 後継者の確保と 育成

に 努め る と と も に ， 経営基盤の強化を 図り ， 鹿児島ら し さ を 生かし た 企業の振興

に 努め る 。  

（工業・地場産業施策） 

ア  かご し ま の新特産品コ ン ク ー ルの開催  

多 様 化 す る 消 費 者 ニ ー ズ に 対 応 し た 売 れ る 商 品 づ く り を 促 進 す る た め 県 内

で 新た に 開発・ 製造・ 改良さ れた 商品のコ ン ク ー ルを 県な ど と 共同で 開催し ，

生産者の技術向上と 製品開発意欲の高揚を 図る と と も に ， 入賞商品を 広く Ｐ Ｒ

す る こ と に よ り ， そ の販路拡大を 図る 。  

イ  伝統的工芸品産業の活路開拓支援事業  

伝統的工芸品産業の活性化を 図る た め ， 本場大島紬な ど 伝統的工芸品産業の

産地組合等が活路開拓を 目的と し て 行う 事業に 対し 助成を 行う と と も に ， 県薩

摩焼協同組合等と と も に ， 薩摩焼フ ェ ス タ を 開催す る 。（ 令和６ 年度実績５ 件） 

ウ  地場産業支援のた めの施設管理等  

市内の大島紬， 竹製品製造業者の作業の場と し て ， 大島紬締機セ ン タ ー （ 真

砂本町58番26号）， 大島紬の り 張り セ ン タ ー （ 卸本町４ 番地２ ）， 竹産業振興セ

ン タ ー （ 小山田町9353番地） を 運営し ， 本場大島紬産業， 竹産業の振興・ 育成

を 図る 。  

エ  中小企業振興助成条例に 基づ く 助成事業  
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中小企業者が事業協同組合等を 組織化し た り ， 事業協同組合等が構成員の事

業 共同 化の た め の共 同施 設等 を 設 置す る 事 業に 対し 助成 を 行 う 。（ 令 和６ 年度

実績な し ）  

オ  「 メ イ ド イ ン かご し ま 」 支援事業  

本市中小企業者（ 製造業者等） の経営力の強化や製品等の販路拡大の取組を

支援す る 。  

( ｱ)  生産性向上支援事業 

・ 中小企業者（ 製造業者等） の生産性向上に 資す る 設備導入に 対す る 助成（ 令

和６ 年度実績１ 件）  

( ｲ)  経営力強化事業 

・ 製造業者や製造業グ ルー プ へのア ド バイ ザー 派遣（ 令和６ 年度実績３ 社５

回）  

・ 中小企業者（ 製造業者等） の知的財産権等取得や事業承継， 人材育成等に

対す る 助成（ 令和６ 年度実績８ 件）  

・ 相談会の開催（ 令和６ 年度実績１ 回）  

( ｳ)  新製品等支援事業  

・ 中小企業者（ 製造業者等） の新製品， 新技術の開発等に 対す る 助成（ 令和

６ 年度実績12件）  

・ 中小企業者が行う 海外向け の商品の製作に 対す る 助成（ 令和６ 年度実績１

件）  

( ｴ)  販路拡大推進事業  

・ 四市（ 鹿児島市， 熊本市， 福岡市， 北九州市） 連携に よ る 地場企業販路拡

大推進 

・ 中小企業者（ 製造業者等） の国内見本市， 商談会等への出展， 越境 Ｅ Ｃ （ 電

子商取引） サイ ト 等を 活用し た 海外販路開拓に 対す る 助成（ 令和 ６ 年度実

績８ 件）  

カ  Ｅ Ｃ サイ ト 導入等支援事業  

市内の中小企業者等の商品販売やサー ビ ス 店舗のＰ Ｒ を 図る た め ， Ｅ Ｃ サイ

ト の立ち 上げ等に 対し 助成を 行う 。（ 令和６ 年度実績 22件）  

キ  よ かも ん ど ん ど ん マ ッ チ ン グ 事業  

製造業者の県外市場に 向け た 販路拡大を 支援す る た め， 首都圏等から バイ ヤ

ー を 招聘し ， マ ッ チ ン グ 商談会を 開催す る 。（ 令和６ 年度実績  参加食料品製造

業者数38社， バイ ヤ ー 22社）  

ク  中小企業デ ジ タ ル広告支援事業  

中小企業者のデ ジ タ ル広告を 活用し た 宣伝等に 対し 助成す る と と も に ， デ ジ

タ ル広 告の 利活 用に 関す る セ ミ ナ ー を 開催 す る 。（ 令和 ６ 年 度実 績  補助 件数

52件）  

  ケ  カ ゴ シ マ シ テ ィ コ レ ク シ ョ ン 販路拡大事業  

    本市製造業者の商品を 販売す る 本市の公式Ｅ Ｃ サイ ト を 設置・ 運営す る 。（ 令

和７ 年度新規事業）  

コ  輸出チ ャ レ ン ジ 支援事業  

市内の中小企業者等の海外に 向け た 販路開拓を 支援す る た め ， 海外で 開催さ

れる 展示会等に 出展す る 経費， 海外市場に お け る ニ ー ズ 調査等に 要す る 経費及

び 海外 現地 視察 に 要 す る 経費 の一 部を 助成 す る 。（ 補助 対象 経費の ２ 分の １ 以
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内， 補助限度額： 20万円）（ 令和６ 年度実績４ 件）  

サ 地域商社支援事業  

海外展開の促進を 図る た め， 本市事業者の商品等を 取り 扱う 地域商社の海外

への販路拡大に 要す る 経費の一部を 助成す る 。（ 補助対象経費の２ 分の１ 以内，

補助限度額： 100万円）（ 令和６ 年度実績３ 件）  

シ  水産加工業の輸出向け Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ 等対応施設整備事業  

水産加工品の輸出拡大を 図る た め ， 食品製造事業者等が輸出先国のニ ー ズ に

対応し た Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ 等の基準に 適合さ せる た めの施設・ 機器の整備等に 要す る

経費の一部を 助成す る 。（ 補助対象経費の２ 分の１ 以内， 補助限度額： ５ 億円）

（ 令和６ 年度実績１ 件）  

 

⑤ 中心市街地活性化 

第３ 期鹿児島市中心市街地活性化基本 計画の計画期間終了に 伴い ， 新た に 第４

期計画（ 計画期間令和６ 年４ 月〜令和11年３ 月） を 策定し た 。 こ れま で の成果を

生かし な がら ， 観光・ 商業・ 交流に よ る に ぎ わい あ ふれる 彩り 豊かな ま ち づ く り

を ， 市民・ 事業者・ 行政等が一体と な っ て 進め る 。  

ア  中心市街地活性化推進事業  

第４ 期計画を 推進す る と と も に ， 中心市街地活性化協議会に 対す る 支援を 行

う こ と に よ り ， 都市機能の増進及び 経済活力の向上を 促進す る 。  

イ  中心市街地に ぎ わい 創出支援事業  

中心市街地の面的な 活性化を 図る た め ， 商店街等が実施す る に ぎ わい 創出を

図る イ ベ ン ト に 対し 助成す る 。（ 令和６ 年度実績８ 件）  

 

⑥ その他 

ア  オ ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン 創出支援事業（ 令和７ 年度新規事業）  

オ ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン に よ る 新 た な 産 業 や ビ ジ ネ ス の 創 出 を 促 進 す る た

め , 中 小企 業者 の課題や 強み を 明 確化 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ や 企業 間の ビ ジ ネ ス

コ ラ ボ レ ー シ ョ ン 創 出交 流イ ベ ン ト を 開催 す る と と も に , 共 創の手 法 に よ り 成

長を 目指す 企業に 対し 伴走型の支援等を 行う 。  

イ  地域課題解決ビ ジ ネ ス 支援事業補助金 （ 令和７ 年度新規事業）  

ビ ジ ネ ス に よ る 地域課題解決の促進や起業家支援のさ ら な る 充実を 図る た め ,

ふ る さ と 納税 を 活用 し て , 地 域 資源 を 活 用 し 地 域課 題の 解 決 を 目 指 す 事業 者や

起業家の成長を 支援す る 団体の経営基盤等の強化を 支援す る 。  

ウ  ク リ エ イ テ ィ ブ 産業創出拠点施設企画運営事業  

ク リ エ イ テ ィ ブ 産業 の振 興を 図 る た め , ク リ エ イ テ ィ ブ 人 材 の育 成や 多様 な

事 業者 等の コ ミ ュ ニ テ ィ 形成 を 支 援す る ほ か , 起業 し た い 人 や ス タ ー ト ア ッ プ

（ 新規性の高い 事業で 急成長を 目指す 企業）の支援等を 行う「 マ ー ク メ イ ザン 」

の企画運営を 行う 。  

エ  ク リ エ イ テ ィ ブ 人材誘致事業  

製品の高付加価値化等に 必要な ク リ エ イ テ ィ ブ 人材を 誘致す る た め ， 本市の

生活環境やビ ジ ネ ス 環境を 体感で き る 短期移住体験プ ロ グ ラ ム を 実施す る ほか ,

移住し た ク リ エ イ テ ィ ブ 人材のコ ミ ュ ニ テ ィ 形成支援等に 取り 組む 。  

オ  かご し ま ク リ エ イ タ ー 成長促進 事業 

デ ザイ ナ ー な ど ， 製品の高付加価値化等に 必要な 市内ク リ エ イ タ ー の活用



- 274 - 

に 係る 経費を 助成す る と と も に ， そ の成長を 促進す る た め ， 市内で 活動す る 多

様な ク リ エ イ タ ー が集い ， ビ ジ ネ ス ス キ ルの向上やビ ジ ネ ス マ ッ チ ン グ ， ク リ

エ イ タ ー 同士の交流を 深め る た め の複合型イ ベ ン ト を 開催す る 。  

カ  ソ ー ホ ー かご し ま の管理運営  

新規創業の促進を 図る た め， Ｓ Ｏ Ｈ Ｏ 事業者を 育成・ 支援す る 拠点施設と し

て ， ソ ー ホ ー かご し ま の管理運営を 行う 。  

・ ソ ー ホ ー かご し ま の概要  

所 在 地 易居町１ −２ （ 市役所みな と 大通り 別館６ 階）  

供用開始 平成16年12月 

延床面積 1, 439. 2㎡ 

入居室21室， 交流サロ ン ， 会議室な ど を 設置  

キ  新規創業者等育成支援事業  

新規創業の促進を 図る た め， イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン ・ マ ネ ー ジ ャ ー の配 置に よ

り 起業 や経 営等 に 関 す る 相談 対応 を 行 う と と も に , 創業 に 関 す る セ ミ ナ ー 等の

開催な ど に よ り ， 新規創業者等を 支援す る 。  

ク  次世代ア ン ト レ プ レ ナ ー 育成事業  

将来的な 地域経済の活性化に つ な げる た め ， 市内の高校・ 大学に 起業家（ ア

ン ト レ プ レ ナ ー ） を 講師と し て 派遣し ， 講義や交流の機会を 創出す る こ と に よ

り ， 若い 世代の起業意識の醸成を 図る 。  

ケ  ス タ ー ト ア ッ プ 等成長促進事業  

市内の起業家のさ ら な る 成長促進を 図る た め ， ス タ ー ト ア ッ プ 等の育成・ 支

援に 先進的に 取り 組む 自治体と 協働し ， 市内のス タ ー ト ア ッ プ 等と 大企業や投

資家等と のマ ッ チ ン グ 機会を 創出す る 。  

コ  企業立地の推進 

雇用の創出と 地域経済の活性化を 図る た め ， 県内初進出Ｉ Ｃ Ｔ 企業等の新規

雇用に 対す る 補助金額を 引き 上げ る と と も に ， 立地し た 企業に 対す る 新規雇用

者数や設備投資額等に 応じ た 助成のほか， 事業継続に 向け た 人材確保支援な ど

のき め 細かな 支援を 行い ， 企業立地を 推進す る 。  

( ｱ)  企業訪問活動 

( ｲ)  企業立地促進補助金な ど の優遇制度  

( ｳ)  鹿児島県企業誘致推進協議会が行う 企業立地懇話会や事務研修会への参加  

( ｴ)  パン フ レ ッ ト の作成配布 やプ レ ス リ リ ー ス 配信サー ビ ス 等に よ る Ｐ Ｒ 活動  

( ｵ)  立地企業Ｐ Ｒ 職場見学会や立地企業間意見交換会の開催  

(6) 雇用対策 

① 雇用機会の拡大促進 

ア  助成制度 

・ 就職困難者等雇用促進助成事業  

雇用機会の増大及び 雇用の定着を 図る た め ， 障害者等を 雇用し た 事業主に 対

し ， 国の特定求職者雇用開発助成金と 協調し て 市単独の奨励金を 支給す る 。  

・ 移住・ 就業等支援事業 

東京圏から 移住し ， 中小企業に 就業， 起業ま た はテ レ ワ ー ク を 行う 方に 対し ，

移住支援金を 支給す る と と も に ， 子育て 世帯の移住者に 対し て 支援金の加算を

行う 。  



- 275 - 

ま た ， 東京圏の大学生等の本市への移住に 向け た 就職活動に 要す る 交通費を

助成す る 。  

   ・ ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス に 取り 組む 事業者支援事業（ 令和７ 年度新規事業）  

    若者や女性が働き やす い 職場づ く り に 取り 組む 市内の中小企業事業主に 対し ,

奨励金を 支給す る 。  

    ま た , ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス 推進への取組事例等を セ ミ ナ ー 等で 紹介し ,

意 識啓 発を 図る と と も に , ア ド バ イ ザ ー を 無料 で 派 遣し て 具 体的 な 取 組を 支援

す る 。  

   ・ 奨学金代理返還支援制度導入促進事業 （ 令和７ 年度新規事業）  

    中小 企業 の人 材確保 ・ 定 着を 図る た め , 奨学 金 代理 返還支 援 制度 を 導 入し た

中小企業事業主に 対し , 補助金を 支給す る 。  

イ  若年者等の雇用促進 

・ かご し ま で 働き た い 若者応援会議運営事業  

18歳人口を はじ めと す る 若者の市外流出抑制に 向け ， 地元定着やＵ タ ー ン に

資す る 取組に つ い て ， 産学官が連携し て 検討を 進め る 。  

・ 若者就職応援フ ェ ア 「 みら い ワ ー ク  “  かご し ま  ” 」 開催事業  

若者の市外流出抑制に 向け ， 地元企業に 対す る 理解促進等を 図る た め， 地元

の企業等が一堂に 会し ， 中学生を はじ め と す る 若い 世代への企業等の魅力発信

や情報提供を 労働局・ 県と 連携し て 行う 。  

・ 若年者等就職サポ ー ト 事業  

 若年 者の 雇用 状況 の改 善や 女性 の再 就職 支援 を 図 る た め , 地元就 職 や職 場定

着 , 雇 用面 のミ ス マ ッ チ , 若年 労働者 の 職業 意識 の変化 に 伴う 定着 の悪 化な ど ,

そ れぞ れの課題に 対応し た 取組を 実施す る 。  

ウ  高年齢者の就労促進 

・ シ ルバー 人材セ ン タ ー への助成  

設  立 昭和56年10月13日 

会 員 数 4, 130人（ 令和７ . ３ . 31現在）  

目  的 「 生き がい 」 や「 社会参加」 を 希望す る 高年齢者に 対し ， 臨時的・

短期的就業又は， そ の他の軽易な 業務に 係る 就業の機会を 提供す る

シ ルバー 人材セ ン タ ー の運営を 支援し ， 高年齢者の就業機会の拡大

を 図る 。  

エ  障害者の雇用促進  

・ 障害者技能向上支援事業  

特 別 支 援 学 校 の 生 徒 を 対 象 に 技 能 体 験 教 室 を 実 施 し 技 能 向 上 の 機 会 を 提 供

す る と と も に ， 障害者雇用ガ イ ド を 発行す る 。  

オ  留学生の人材確保  

・ 留学生人材確保推進事業  

在学中から 鹿児島の産業や事業所への理解促進を 図り ， 卒業後も 鹿児島で 活

躍す る 有能な 人材を 確保す る た め ，留学生を 対象と し た 職場見学会を 開催す る 。 

カ  連携中枢都市圏内の雇用促進  

・ 連携中枢都市圏合同企業説明会開催事業  

連携中枢都市圏を 形成す る ４ 市で 合同企業説明会を 開催し ， 圏域全体で 人材

の確保や雇用機会の拡大を 図る 。  

キ  労政広報紙の発行  



- 276 - 

・ 中小企業のひ ろ ばの発行  

ク  し ご と 情報ナ ビ の運用  

・ 国や県， 関係機関を 含め た 市内の仕事に 関す る 情報を わかり やす く 案内す る

ポ ー タ ルサイ ト を 運用す る 。  

 

② 職業能力の開発促進 

ア  助成制度 

・ 認定職業能力開発連絡協議会への助成  

・ も のづ く り 職人育成支援事業  

も のづ く り 分野の技能継承， 技術力向上等を 図る と と も に ， 市内事業所の人

材育成を 支援す る た め ， 職業訓練セ ン タ ー で 実施さ れる 職業訓練に 要す る 経費

を 助成す る 。  

イ  職業訓練セ ン タ ー の設置  

平成18年度から 職業訓練法人鹿児島市職業訓練協会が， 指定管理者と し て 施

設の管理運営を 行っ て い る 。  

開  設 昭和47年７ 月22日 

敷地面積 3, 623. 13㎡ 

延床面積 2, 348. 47㎡ 

ウ  技能功労者等表彰  

・ 技能功労者表彰 

優れた 技能を 有し ， 他の模 範と な る 者 （ 45歳 以 上 ， 同 一 職 種 経 験 年 数 20年 以 上 ） 

・ 青年優秀技能者表彰  

青年優秀技能者に ふさ わし い 優れた 技能を 有し ， 将来を 嘱望さ れる 者（ 39歳

以下， 同一職種経験年数10年以上）  

エ  認定職業能力開発校優良訓練修了生の表彰  

 

③ 勤労者福祉 

ア  助成制度 

・ 中小企業退職金共済制度掛金補助事業  

中小企業の人材確保と 従業員の福祉の増進を 図る た め， 新規に 中小企業退職

金共済制度等に 加入し た 事業主に 対し ， 同制度の共済掛金の一部を 助成す る 。  

・ 中小企業勤労者福祉サー ビ ス セ ン タ ー への助成  

設  立 平成５ 年７ 月１ 日 

会 員 数 20, 417人（ 令和７ ． ３ ． 31現在）  

目  的 市内の中小企業勤労者に 対し 在職中の生活の安定， 健康の維持増

進， 自己啓発， 余暇活動等に 係る 総合的な 福利厚生事業を 提供す る

同サー ビ ス セ ン タ ー の運営を 支援す る 。  

イ  勤労者交流セ ン タ ー の設置  

勤労者の余暇活用の充実と 相互の交流を 促進す る た めに 設置し ， 体育館， ト

レ ー ニ ン グ ルー ム， 多目的ホ ー ルな ど のほか， 情報コ ー ナ ー や談話コ ー ナ ー な

ど のオ ー プ ン ス ペ ー ス を 備え た 施設と な っ て い る 。  

平成18年度から （ 公財） 鹿児島市中小企業勤労者福祉サー ビ ス セ ン タ ー が指

定管理者と し て 施設の管理運営を 行っ て い る 。  

所 在 地 中央町10番地（ キ ャ ン セ ７ ・ ８ 階）  
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供用開始 平成13年１ 月19日 

開館時間 午前９ 時〜午後９ 時 

休 館 日 年末年始（ 12月29日〜１ 月３ 日）  

主な 施設 

７ 階  

施 設 名 定 員 等 

８ 階 

施 設 名 定 員 等 

第１ 会議室 

第２ 会議室 

第３ 会議室 

第４ 会議室 

第１ 和室 

第２ 和室 

創作室 

70人 

10人 

10人 

30人 

20畳 

24畳 

30人 

体育館 

ト レーニングルーム 

多目的ホ ー ル 

バレーボール・ 卓球等 

30人 

300人 

２ 融資制度 

市内の中小企業者に 対す る 事業資金の融資を 円滑に し ， 中小企業の振興を 図る た め ，

信用保 証料の一部又は全額を 補助す る な ど 低金利で 利用し やす い 融資制度を 設け る と

と も に ， 県信用保証協会等に 対す る 損失補償を 実施し て い る 。 ま た ， 県信用保証協会

に 対し ， 財政基盤を 強化す る た め の出捐を 行っ て い る 。  

(1) 中小企業融資制度 

目  的  本市で 中小企業を 営み， 事業振興及び 経営の改善を 図る た め 資金を 必

要と す る 者な ど に 対し ， 事業資金の融資を 円滑に し ， 中小企業の振興を

図る こ と を 目的と す る 。  

融資対象 ① 市内に 住所及び 事業所を 有す る 個人又は法人の中小企業者等  

② 申込みの時ま で に 引き 続き ６ 月以上（ 資金に よ っ て は１ 年以上） 同

一事業を 営ん で い る こ と  

（ 創業支援資金及び 街な かリ ノ ベ ー シ ョ ン 推進資金は別に 定め る ）  

③ 納期の到来し て い る 市税を 完納し て い る こ と  

④ 経営内容及び 資金の使途が明確で ， 償還が確実と 認め ら れる こ と  

⑤ 鹿児島県信用保証協会の保証を 受け る こ と がで き る 者で あ る こ と  

※ 上記のほか， 資金の種類ご と に 利用要件等を 定め る 。  
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資金 の 種 類， 内容                    （ 令 和 ７ . ４ . １ 現在 ） 

資金の種類 資金使途 融資限度額 融資期間 
融資利率 

( 融資期間に応じ て)  

信用保証料率 

…注１  

信用 

保証料 

補助 

連帯保証人 

産 業 振 興 資 金 

運転資金 

設備資金 

3, 000万円 
運転７ 年以内（ １ 年据置含） 

設備10年以内（ １ 年据置含） 

１ 年以内    年1. 95％ 

１ 年超３ 年以内 年2. 15％ 

３ 年超５ 年以内 年2. 25％ 

５ 年超７ 年以内 年2. 45％ 

７ 年超     年2. 55％ 

年0. 45％ 

〜1. 90％ 

1／2 

( 2／3)  

…注

２ ， ３  

信用保証協会の

定めると ころに

よる 

特 別 小 口 資 金 2, 000万円 

７ 年以内（ １ 年据置含）  

１ 年以内    年1. 85％ 

１ 年超３ 年以内 年2. 05％ 

３ 年超５ 年以内 年2. 15％ 

５ 年超７ 年以内 年2. 35％ 

７ 年超     年2. 45％ 

年0. 65％ 

( 年0. 60％)  

…注４  
3／5 

…注３  

不要 

小規模企業支援資金 

2, 000万円 

（ ただし, 既存の保証

付融資残高と の合計で

2, 000万円の範囲内）  

年0. 50％ 

〜2. 20％ 
信用保証協会の

定めると ころに

よる 

創業支

援資金

… 注

５ ， ６  

創業関連保証対応 

2, 000万円 

（ う ち運転資金は

1, 400万円以内）  

運転７ 年以内（ １ 年据置含） 

設備10年以内（ １ 年据置含） 

…注８  

１ 年以内    年1. 85％ 

１ 年超３ 年以内 年2. 05％ 

３ 年超５ 年以内 年2. 15％ 

５ 年超７ 年以内 年2. 35％ 

７ 年超     年2. 45％ 

年1. 00％ 
2／3 

( 3／4)  

( 4／5)  

…注10 

スタ ート アッ

プ創出促進保

証対応…注７  

年1. 20％ 

…注９  

 

不要 

一般保証対応 

運転７ 年以内（ １ 年据置含） 

設備10年以内（ １ 年６ 月 

据置含）  年0. 45％ 

〜1. 90％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

信用保証協会の

定めると ころに

よる 

新
事
業
展
開
支
援
資
金 

事業転換・  

多角化・  

事業拡大…注11 

（ 事業転換・ 多角化） 

1, 200万円 

（ 事業拡大・ 海外

販路拡大・ 新特産

品コンクール）  

3, 000万円 

2／3 

( 3／4)  

…注12 

海外販路拡大 2／3 

新 特 産 品 

コ ン ク ー ル 

4／5 

街なかリ ノ ベーショ

ン 推 進 資 金 … 注 ５  
1, 000万円 

環境配慮促進資金 3, 000万円 運転７ 年以内（ １ 年据置含） 

設備10年以内（ １ 年据置含） Ｉ Ｃ Ｔ 活用促進資金 3, 000万円 

経営安

定化資

金 

…注13 

危機関連保証対応 

3, 000万円 

 

運転７ 年以内（ ２ 年据置含） 

設備10年以内（ ２ 年据置含） 

１ 年以内    年1. 75％ 

１ 年超３ 年以内 年1. 95％ 

３ 年超５ 年以内 年2. 05％ 

５ 年超７ 年以内 年2. 25％ 

７ 年超     年2. 35％ 

年0. 80％ 

4／5 
セーフティ ネッ

ト 保 証 対 応 

1〜4, 6号 

年0. 87％ 

5, 7, 8号 

年0. 80％ 

経済環境変化等 
年0. 45％ 

〜1. 90％ 災害対策資金…注14 1, 500万円 
運転７ 年以内（ ２ 年据置含） 

設備10年以内（ ３ 年据置含） 
全額 

大島紬救済対策資金 運転資金 

組合 5, 000万円 

組合員2, 000万円 ３ 年以内（ １ 年据置含）  

１ 年以内    年1. 95％ 

（ 売上減 年1. 70％）  

１ 年超     年2. 15％ 

信用保証協会の保証を必

要と し ない 

商工組合中央金

庫の定めると こ

ろによる 
協同組合等活性化資金 

運転資金 

設備資金 

組合 6, 000万円 

組合員3, 000万円 

設立後６ 月未満の 

組合 2, 000万円 

組合員1, 000万円 

運転７ 年以内（ １ 年据置含） 

設備10年以内（ １ 年６ 月 

据置含）  

１ 年以内    年1. 95％ 

１ 年超３ 年以内 年2. 15％ 

３ 年超５ 年以内 年2. 25％ 

５ 年超７ 年以内 年2. 45％ 

７ 年超     年2. 55％ 

（ 注１ ） ①以下に該当する場合， それぞれ年0. 10％の割引あり 。  

・ 会計参与設置会社又は公認会計士若し く は監査法人の監査を受けている利用者 

・ 担保の提供がある利用者（ 一部資金を除く 。）  

②事業者選択型経営者保証非提供制度を利用する場合， 信用保証料率が0. 25％又は0. 45％上

乗せ。（ 上乗せ分は市補助対象外。）  

（ 注２ ） 設備資金と し て利用する場合， 保証料補助は２ ／３ 。 運転・ 設備資金両方を利用する場合は，

設備資金が全体の２ ／３ を超える場合に適用。信用保証料率が年1．25％以上の場合は年0. 60％（ 設

備資金と し て利用する場合は年0. 80％） で算出し た信用保証料相当額を補助。  

（ 注３ ）「 かごし まＳ Ｄ Ｇ ｓ 推進パート ナー」 の登録を受けている場合， 通常の市補助後の信用保証料

率からさ ら に0. 10％割引。  

（ 注４ ） Ｎ Ｐ Ｏ法人が利用する場合の信用保証料率は年0. 60％。  
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（ 注５ ） 創業支援資金， 街なかリ ノ ベーショ ン推進資金は１ 回限り の利用。  

（ 注６ ） 創業支援資金の利用者に対し て，融資実行後12月以内の支払利子相当額を補助。（ 上限30万円）  

（ 注７ ） 保証申込時において税務申告１ 期未終了者は， 事業開始に必要と する資金額の10分の1以上の

自己資金が必要。 また， 融資実行後, 会社を設立し て３ 年目及び５ 年目に「 ガバナンス体制の整備

に関するチェ ッ クシート 」 の提出が必要。  

（ 注８ ） スタ ート アッ プ創出促進保証対応の場合， 運転・ 設備資金の据置期間は， 取扱金融機関におい

て創業支援資金の融資と 原則同時に信用保証協会の保証を付し ていない融資を実行する場合又は

保証申込時に信用保証協会の保証を付し ていない融資の残高がある場合にあっては３ 年以内。  

（ 注９ ） スタ ート アッ プ創出促進保証対応の場合，年1. 20％のう ち経営者保証の機能を代替する信用保

証料率上乗せ分の年0. 20％は市補助対象外。  

（ 注10） 本市が定めるセミ ナー等（ セミ ナー等の種類により 信用保証料補助の拡大対象と なる修了年度

が異なる。） の修了者又は女性， 若者（ 30歳未満）， シニア（ 55歳以上） が利用する場合， 保証料補

助は３ ／４ 。 なお， セミ ナー等の修了者が女性， 若者， シニアの場合， 保証料補助は４ ／５ 。  

（ 注11） 事業拡大について， 移転・ 増設は融資対象外。  

（ 注12） 本市が定めるセミ ナー等の修了者が利用する場合， 保証料補助は３ ／４ 。  

（ 注13） 突発的な災害や全国的に業況が悪化し ている業種であるこ と などの事由により ，経営の安定に

支障を生じ ている中小企業者で， 市長の認定を受けた方が対象。  

（ 注14） 災害対策資金の利用者に対し て， 融資実行後３ 年以内の支払利子の１ ／３ 相当額を補助。  

 

貸付実績 

区
分 

産業振興 
特別 

小口 

小規模 

企 業 

経 営 

安定化 

環境 

配慮 
災 害 創 業 

新事業 

展 開 

街なか

リ ノ ベ 
I CT 大島紬 

協同 

組合 
計 

令
和
５
年
度 

504 1 136 1 0 0 76 7 0 0 5 0 730件 

3, 842, 517 3, 000 472, 477 30, 000 0 0 280, 818 27, 000 0 0 41, 657 0 4, 697, 469千円 

令
和
６
年
度 

518 0 186 4 0 0 56 4 0 0 4 0 772件 

3, 873, 981 0 696, 540 40, 500 0 0 188, 000 8, 400 0 0 40, 874 0 4, 848, 295千円 

(2) 県信用保証協会（ 令和７ .４ .１ 現在）   （ 特殊法人 事業開始 昭和23年12月）  

保証資 格 県内に 事業所（ 個人の場合は住居又は事 業所） を 有し ， 事業を 営ん で い

る 中小企業者 

保証限度額 個人・ 法人280, 000千円， 組合480, 000千円 

保証期間 運転資金15年以内， 設備資金20年以内 

保 証 料 一般保証 年率0. 45％〜1. 90％ 

※会計参与設置会社又は公認会計士若し く は監査法人の監査を 受け て い

る 利用者及び 担保の提供があ る 利用者に つ い て は， 保証料率の割引あ

り 。  

① 市出捐金 

292, 230千円（ 昭和26年度から 平成10年度ま で ）  

 

② 基本財産                （ 令和７ . ３ . 31現在）（ 単位： 千円）  

鹿児島県 鹿児島市 
そ の他の  

市町村 

金融機関 

そ の他 
基金準備金 計 

3, 707, 995 292, 230 381, 970 1, 407, 142 11, 829, 667 17, 619, 004 
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③ 保証実績                        （ 単位： 件，千円）  

区 分 
保証承諾 保証債務残高  代位弁済額 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

県 全

体 

令和５ 年度 4, 361 59, 184, 833 24, 681 237, 141, 366 403 2, 864, 986 

令和６ 年度 3, 741 46, 679, 447 23, 060 210, 153, 905 502 4, 251, 151 

本 市

分 

令和５ 年度 2, 049 28, 286, 623 11, 696 114, 486, 475 207 1, 408, 288 

令和６ 年度 1, 787 21, 822, 688 10, 843 100, 244, 386 282 2, 167, 824 

（ 資料： 鹿児島県信用保証協会）  

３ 計量検査所 

計量 の適 正化 のた め ， 計量 器の 検査 ， 計 量管 理の 指導 ・ 監 視を 充実 す る と と も に ，

暮ら し に 役立つ 計量啓発に 努め る 。  

(1) 計量検査指導事業 

① 特定計量器定期検査 （ 質量 計）               （ 令 和６ 年度 ） 

 検 査 戸 数 検 査 個 数 不 合 格 個 数 不合格率（ ％）  

集 合 検 査 738 1, 606 12 0. 7 

所 在 場 所 検 査 2 261 2 0. 8 

巡 回 検 査 590 925 6 0. 6 

合 計 1,330 2,792 20 0.7 

 

② 特定計量器立入検査                    （ 令 和６ 年度 ） 

 検 査 戸 数 検 査 個 数 不 正 個 数 不 正 率 （ ％ ）  

特 定 計 量 器 29 249 0 0. 0 

質 量 計 47 173 0 0. 0 

合 計 76 422 0 0.0 

 

③ 商品量目立入検査                     （ 令 和６ 年度 ） 

 
立入戸数 検査個数 不正個数 

不 正 個 数 内 訳 不 正 率 （ ％ ）  

超 過 不 足 超 過 不 足 

内容量表記商品 80 2, 302 53 10 43 0. 4 1. 9 

(2) 暮らしに役立つ計量啓発事業 

① 「計量のひろば」の開催 

計量記念日に ， 県や県計量協会等と 共催し ， 計量思想の普及啓発を 図る た め，

「 計量のひ ろ ば」 を 開催し ， 商品量目コ ー ナ ー 等を 実施す る 。  

 

② 計量啓発パネル展の開催 

「 計量」 に つ い て 認識を 深め て も ら う た め ， 計量器の定期検査と 計量器及び 商

品量目の立入検査の実施状況を パネ ルに よ り 紹介す る 。  
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４ 農林水産業 

(1) 現況 

農業に つ い て は， 市民に 安全安心かつ 新鮮で 良質な 農畜産物を 安定的に 供給す る 役

割を 基 本と し て ， 生産性の高い 農業が行われて い る 。 し かし な がら ， 高齢化等に よ る

農業従 事者の減少， 降灰や鳥獣に よ る 農作物等への被害， 豪雨災害等の頻発化な ど 厳

し い 状 況に 置かれて い る 。  

林業に つ い て は， 林産物の供給， 山地災害の防止， 水源のかん 養等の多面的機能の

発揮を 通じ て 市民生活に 恩恵を も た ら し て い る 一方， 低い 収益性， 担い 手不足な ど か

ら ， 間 伐な ど の適切な 管理が行われて い な い 森林が増加し て い る 。  

水産業に つ い て は， 錦江湾を 主な 漁場と し て ， 漁船漁業が行われ， 幅広い 魚種が水

揚げさ れて お り ， そ の他に も ブ リ ， カ ン パチ 等の海面養殖業が行われて い る が， 漁獲

量の減 少， 消費者の魚離れも 進ん で い る 。  

(2) 基本方向 

① 次世代の担い手の確保・育成 

新規就業者の確保・ 育成， 意欲あ る 担い 手への支援， 多様な 人材の活躍促進に

取り 組み， 今後活躍す る 次世代の担い 手の確保・ 育成を 図る 。  

 

② 生産環境の整備 

ス マ ー ト 農林水産業の推進な ど に よ る 生産性の向上促進，自然災害等への対応，

生産環境の保全・ 継承に 取り 組み， 将来に わた っ て 農林水産業を 営ん で い け る 生

産環境の整備に 努め る 。  

 

③ 魅力ある地域資源の活用 

６ 次産業化な ど に よ る 地域資源の魅力向上， 販売と 流通の促進， 情報発信と 交

流促進に 取り 組み， 地域の有す る “ 人材， 農林水産物， そ れら を 取り 巻く 環境 ”

な ど の地域資源の活用を 図る 。  

(3) 農  業 

① 農業構造                          （ 単位 ： 戸 ） 

農 

家 

年 

区分 
平成22年 平成27年 令和２ 年 

農 家 戸 数 5, 599 4, 562 3, 591 

う ち 販 売 農 家 1, 592 1, 176 881 

う ち 自 給 的 農 家 4, 007 3, 386 2, 710 

資料： 農林水産省「 農林業セ ン サス 」 に よ る  

（ 注） ( 1)  農家の定義  

経 営 耕 地 面 積 が 10ア ー ル 以 上 の 農 業 を 営 む 世 帯 又 は 農 産 物 販 売 金 額 が 15

万円以上あ っ た 世帯  

( 2)  販売農家の定義 

経営耕地面積が30ア ー ル以上又は農産物販売金額が50万円以上の農家 

( 3)  自給的農家の定義  

経営耕地面積が30ア ー ル未満かつ 農産物販売金額が50万円未満の農家 
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（ 単位： ha）  

耕 

地 

年  

区 分  
平成22年 平成27年 令和２ 年 令和６ 年 

 面 積 構成比 指 数 面 積 構成比 指 数 面 積 構成比 指 数 面 積 構成比 指 数 

内

訳 

田 1, 630 45 . 8 100 1, 580 46 . 7 96. 9 1, 520 48. 6 93. 3 1, 420 4 8 . 1 87 . 1 

畑 1, 930 54 . 2 100 1, 800 53 . 3 93. 3 1, 610 51. 4 8 3 . 4 1 , 530 5 1 . 9 7 9 . 3 

計 3, 560 100. 0 100 3, 380 100. 0 94. 9 3, 130 100. 0 87 . 9 2, 950 100. 0 8 2 . 9 

資料： 農林水産省「 作物統計調査」 に よ る  

② 主要農畜産物の生産状況                （ 単位： ha，ト ン ）  

耕 

種 

部 

門 

年  

 

区 分  

平 成 22 年 平 成 27 年  令和２ 年 
令和６ 年 

（ ※令和５ 年）  

面積 収穫量 指数 面積 収穫量 指数 面積 収穫量 指数 面積 収穫量 指数 

水 稲  968 4, 570 100 852 3, 810 83. 4 669 2, 970 65. 0 553 2, 410 52. 7 

麦 類  2 5 100 2 3 60. 0 2 3 60. 0 0 0 0 

甘 し ょ  36 739 100 26 479. 8 64. 9 22. 9 354. 3 47. 9 19. 8 381. 5 51. 6 

豆 類 ・ 雑 穀 29. 6 30. 76 100 10. 8 10. 64 34. 6 9. 4  7. 21 23. 4 ※ 7. 48 ※ 4. 66 ※ 15. 1 

野 菜  749. 9 11 , 495 100 737. 2 10, 962. 5 95. 4 623. 8 9, 244. 9 80. 4 ※ 576. 0 ※8, 891. 1 ※ 77. 3 

果 樹  305 1, 649 100 268. 9 1, 371. 9 83. 2 220. 9 1, 106. 4 67. 1 ※ 162. 4 ※ 833. 3 ※ 50. 5 

工 芸 作 物 266. 9 3, 110. 9 100 266. 1 3, 435. 9 110. 4 271. 0 4, 798. 9 154. 3 247. 0 4, 656. 5 149. 7 

花 き 庭 園 樹 65. 02 − 
(面積)  

100 
59. 15 − 

(面積)  

91. 0 
40. 69 - 

(面積)  

62. 6 
※ 32. 48 − 

(面積)  
※ 50. 0 

飼 料 作 物 231. 9 13, 447. 5 100 309. 2 17, 748. 7 132 252. 5 15, 217. 8 113. 2 225. 3 
13, 933.

3 
103. 6 

資料： 市農林水産部に よ る  

（ 単位： 頭， 千羽）  

畜 

産 

部 

門 

年  

 

区 分  

平 成 22 年 平  成  27 年 令  和  ２  年 令  和  ６  年 

飼  養  

頭 羽 数  
指  数 

飼  養  

頭 羽 数  
指  数 

飼  養  

頭 羽 数  
指  数 

飼  養  

頭 羽 数  
指  数 

肉 用 牛 9, 110 100 7, 860 86. 3 7, 535 82. 7 8, 215 90. 2 

乳 用 牛 270 100 300 111. 1 204 75. 6 253 93. 7 

豚  1, 310 100 800 61. 1 768 58. 6 571 43. 6 

採 卵 鶏 12 100 1 8. 3 0. 3 2. 5 0. 3 2. 5 

肉 用 鶏 591 100 505 85. 4 443 75. 0 287 48. 6 

資料： 市農林水産部に よ る  

 

③ 都市農業センター 

農業・ 加工技術の実証及び 普及研修等を 行う こ と に よ り ， 本市の特性を 生かし

た 都市型農業と 地域農業の振興を 図る と と も に ， 土と のふれあ い 等を 通じ て ， 市
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民の農業に 対す る 理解と 相互の交流を 深め ， あ わせて 市民の健康づ く り に 資す る

こ と を 目的と す る 。  

ア  所 在 地  犬迫町4705番地 

イ  開 所 日  平成９ 年４ 月20日 

ウ  施設の概要 

１ ． 農業研修ゾ ー ン （ 本館， 実証圃， 畜産技術研修施設等）  

優良種苗の実証栽培， ス マ ー ト 農業技術の普及， ６ 次産業化の推進及び 支

援 

２ ． 市民農園ゾ ー ン （ 市民農園， レ ス ト ハウ ス 等）  

家族用・ 団体用・ 車い す 使用者用の市民農園  合計820区画 

３ ． ふれあ い ゾ ー ン（ ふれあ い 学習館， 食彩ハウ ス ， ふれあ い 広場， 食の森等）  

「 四季の花園」 で の観賞用の花の植栽（ 夏： ヒ マ ワ リ ， 秋： コ ス モ ス ， 春：

ナ ノ ハナ ）  

「 食の森」 で の収穫体験の開催  

エ  利用者数（ 市民農園利用者を 除く ）  

令和４ 年度 令和５ 年度 令和６ 年度 

約148, 000人 約128, 000人 約101, 000人 

 

 (4) 林  業 

① 民有林の概況 

（ 単位： ha, ㎥, 束 , ％）  

区   分 平成26年 構成比 平成31年 構成比 令和６ 年 構成比 

針 葉 樹 
面積 12, 681 47. 4 12, 776 47. 0 12, 624 46. 3 

材積 4, 919, 000 78. 2 5, 059, 000 78. 1 5, 375, 000 78. 8 

広 葉 樹 
面積 11, 044 41. 2 11, 236 41. 3 11, 338 41. 6 

材積 1, 368, 000 21. 8 1, 416, 000 21. 9 1, 445, 000 21. 2 

竹 林 
面積 1, 537 5. 7 1, 603 5. 9 1, 616 5. 9 

材積 626, 000 − 660, 000 − 667, 000 − 

無 立 木 地 
面積 850 3. 2 899 3. 3 914 3. 3 

材積 − − − − − − 

更新困難地 
面積 668 2. 5 658 2. 4 745 2. 7 

材積 − − − − − − 

合 計 
面積 26,780 100.0 27,173 100.0 27,237 100.0 

※材積 6,286,000 100.0 6,475,000 100.0 6,820,000 100.0 

資料： 県南薩地域森林計画に よ る 各年４ 月１ 日現在の数値  

※竹林 の材積の単位は束， 材積の合計欄の数値は， 針・ 広葉樹の合計  

※四捨 五入の関係上， 合計欄の数値が合わな い こ と があ る  
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② 農林水産部所管の市有林・分収林の概況 

（ 単位： ha）  

区 分 谷 山 吉 田 桜 島 喜 入 松 元 郡 山 合計 

市有林 139. 1 73. 4 − 112. 7 16. 4 60. 9 402. 5 

分収林 132. 4 16. 0 − 54. 3 − 38. 8 241. 5 

資料： 農林水産部に よ る  令和７ 年４ 月１ 日現在  

(5) 水 産 業 

① 漁業生産状況                       （ 単 位： ト ン ） 

年  

 

種  別  

平  成  22 年 平  成  27 年 令  和  ２  年 令 和 ６  年 

数量 指数 数量  指数 数量 指数 数量 指数 

漁 

船 

沿

岸 
531 100. 0 435 81. 9 272 51. 2 181 34. 1 

近

海 
261 100. 0 308 118. 0 144 55. 2 61 23. 4 

海面養

殖業  
9, 808 100. 0 5, 425 55. 3 6, 329 64. 5 7, 914 80. 7 

内水面

漁業  
3 100. 0 1 33. 3 1 33. 3 1 33. 3 

計 10,603 100.0 6,169 58.2 6,746 63.6 8,157 76.9 

資料： 漁業年次報告に よ る 。  

 

② 海づり公園 

ア  鴨池海づ り 公園（ 開設： 昭和61年４ 月12日）  

１  所 在 地  与次郎二丁目９ 番12号 

２  開 園 時 間  午前６ 時〜午後７ 時（ ４ 月〜９ 月）  

午前６ 時〜午後６ 時（ 10月）  

午前７ 時〜午後５ 時（ 11月〜３ 月）  

３  休 園 日  年中無休 

４  施設の概要  駐車場 59台 

管理棟 鉄筋コ ン ク リ ー ト 造２ 階建 延べ286㎡ 

釣 台 長さ 150ｍ ×幅8. 0ｍ （ 釣り 人定員200人）  

５  令和６ 年度利用者  23, 180人 

イ  桜島海づ り 公園（ 開設： 平成17年４ 月26日）  

１  所 在 地  桜島横山町1722番地３  

２  開 園 時 間  午前６ 時〜午後７ 時（ ４ 月〜９ 月）  

午前６ 時〜午後６ 時（ 10月）  

午前７ 時〜午後５ 時（ 11月〜３ 月）  

３  休 園 日  年中無休 

４  施設の概要  管理棟 鉄筋コ ン ク リ ー ト 造平屋建  28㎡ 

釣 台 長さ 50ｍ ×幅6. 2ｍ （ 釣り 人定員45人）  

５  令和６ 年度利用者  9, 638人 
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(6) 生産組織                       

（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

区    分 組 織 区 分 グ ル ー プ 数 会 員 数 

耕 種 部 門 

野 菜 49 296 

花 き  11 46 

果 樹 6 54 

茶 1 56 

小 計 67 452 

畜 産 部 門 

肉 用 牛 6 122 

乳 牛 1 2 

豚 1 2 

鶏 1 8 

小 計 9 134 

林 産 部 門 

た け の こ  2 21 

せ ん り ょ う  1 6 

小 計 3 27 

合      計 79 613 

 

(7) 農林漁業振興資金 

農協等 融資機関が本市に 住所を 有す る 農林漁業者等に 融資す る 農林漁業振興資金に

つ い て ， 国・ 県が利子補給等を 行い ， 円滑な 資金の融資を 図り ， 農林漁業の振興に 寄

与す る こ と を 目的と す る 。  

① 主な農林漁業振興資金の種類，融資の対象       （ 令 和 ７ . ４ . １ 現在 ） 

資金名 

区分 
農 業 近 代 化 資 金 

農業経営 

基盤強化資金 

青 年 等 

就農資金 

漁業近代化 

資 金 

主 な 使 途 農畜産施設 家畜購入・ 農機具購入 
農畜産施設 

農地取得等 

農畜産施設 

農地改良等 
水産施設 

対 象 者 
認 定 

農 業 者 

そ の 他 

の 農 家 

認定新規 

就 農 者 

認 定 

農 業 者 

そ の 他 

の 農 家 

認定新規 

就 農 者 

認 定 

農 業 者 

認定新規 

就 農 者 

県の実施要領 

に規定する者 

基準金利 2. 95％ − − 2. 95％ 

利
子
補
給
・
助
成
率 

国・ 県 1. 25％ − − 1. 25％ 

市 − − − − 

計 1. 25％ − − 1. 25％ 

貸 付 利 率 1. 70％ 1. 70％以内 無利子 1. 70％ 

償
還
期
間 

償 還 15年以内 
17年 

以内 
７ 年以内 

10年 

以内 
25年以内 17年以内 20年以内 

う ち据置 
７ 年 

以内 

３ 年 

以内 

５ 年 

以内 
２ 年以内 

５ 年 

以内 
10年以内 ５ 年以内 ３ 年以内 
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貸
付
限
度 

融資率 100％ 80％ 100％ 80％ 100％ 100％ 80％ 

限度額 
個人  1, 800万円 

法 人  ２ 億 円 

個人 

３ 億円 

法人 

10億円 

3, 700万円 

個人 

9, 000万円 

法人 

３ 億６ 千万円 

※ 金利と 利子補給率等に つ い て は， 随時改定が行われる 。  

※ Ｊ Ａ が融資す る ア グ リ メ イ ク 資金な ど の一般資金を 対象と し た 利子助成制度を 設

け て い る 。  

（ 注） 認定農業者に つ い て は， 一定の要件を 満た す 場合， 貸付当初５ 年間に 限り ， 国

の利子助成に よ り ， 実質無利子と な る 。  

 

② 貸付実績                       （ 単位 ： 件， 千 円） 

区 分 農業施設 農機具 水産施設等 そ の他 合 計 

令和５ 年度 
件数 1 3 0 0 4 

金額 7, 400 20, 326 0 0 27, 726 

令和６ 年度 
件数 0 2 0 3 5 

金額 0 2, 261 0 106, 313 108, 574 

※貸付 は農協等に よ る  

(8) 農林土木 

 ① 農業用施設の現況及び令和７年度計画         （ 令和７ . ４ . １ 現在）  

種別 

区分 

農 道 

（ ㎞）  

用排水路 

（ ㎞）  

ほ場整備  

（ ha）  

橋 梁 

（ か所）  

井 堰 

（ か所）  

水 門 

（ か所）  

現 況 

（ 延長, 面積, か所）  

960 

（ 74）  
295 

3, 230 

（ 850）  
226 485 55 

令 和 ７ 年 度 計 画 0. 34 1. 29 0 0 0 0 

※（  ） は農道で は一定要件農道延長， ほ場整備で は区画整理済面積  

 

 

② 令和６年度事業別施工実績               （ 単位 ： 件， 千円 ） 

区    分 

実     績 負担割合（ ％）  

件数 事業費 
国・ 県 

補助金 
市費 

地元 

(受益者)  
国 県 市 地元 

市 単 独 土 地 改 良 事 業 49 276, 510 − 276, 510 − − − 100 − 

かごし まの

農業未来創

造支援事業 

農 道 − − − − − − 40 60 − 

水 路 1 7, 000 2, 800 4, 200 − − 40 60 − 

ほ 場 整 備 − − − − − − 40 60 − 

農 業 集 落 道 路 − − − − − − 40 60 − 

暗 渠 排 水 − − − − − − 40 60 − 

団 体 営 

土 地 改 良 

事 業 

村づく り交付金 
西部第一地区 2 2, 654 1, 805 849 − 50 18 32 − 

吉 野 地 区 4 10, 862 7, 168 3, 694 − 50 16 34 − 

農業基盤 

整備促進 

鹿児島第1 

二 期 地 区 
2 2, 640 1, 320 1, 320 − 50 − 50 − 

鹿児島第２ 地区 3 14, 708 8, 089 6, 619 − 55 − 45 − 
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農業水路等長寿命 

化･防災減災事業 

大 中 地 区 2 10, 110 7, 836 2, 274 − 55 22. 5 22. 5 − 

雑田第一地区 0 2, 690 2, 084 606 − 55 22. 5 22. 5 − 

本河原上地区 2 5, 000 3, 875 1, 125 − 55 22. 5 22. 5 − 

農地耕作条 

件改善事業 
丸山地区 1 1, 377 757 620 − 55 − 45 − 

農業用 

施設等 

災害復 

旧事業 

降灰 
市 単 1 2, 926 − 2, 926 − − − 100 − 

( 注 ) 県    単 − − − − − − 50 50 − 

農地 ( 注 ) 国    庫 6 10, 263 11, 395 540 − 94. 5 − 5. 5 − 

施設 ( 注 ) 国    庫 5 24, 449 25, 916 361 − 98. 3 − 1. 7 − 

施設 市 単 11 71, 587 − 71, 587 − − − 100 − 

※件数 は令和６ 年度完成分を 計上。  

※災害 復旧の国・ 県補助金は， ６ 年度受入分（ ５ 年災）。  

※災害 復旧の負担割合は５ 年災の補助率。  

 

③ 市単独土地改良事業費の推移                （ 単位： 千円）  

工種 

年度別 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 令和６ 年度 

区 分 工事費 指数 工事費 指数 工事費 指数 工事費 指数 

農 道 改 良 17, 439 100 26, 237 150. 5 22, 086 126. 6 17, 894 102. 6 

農 道 整 備 16, 814 100 17, 280 102. 8 60, 487 359. 7 26, 951 160. 3 

水路改良その他 109, 907 100 138, 668 126. 2 176, 711 160. 8 231, 665 210. 8 

計 144, 160 100 182, 185 126. 4 259, 284 179. 9 276, 510 191. 8 

 

④ 令和６年度県営土地改良事業の負担金 

事 業 名 

（ 地 区 名）  

負 担 割 合（ ％）  市負担金 

（ 千円）  国 県 地元( 受益者)  市 

農村地域防災減災事業（ 用排水施設整備）  

（ 郡山地区）  
55 26. 625 0 18. 375 5, 513 

中山間地域農業農村総合整備事業  

（ 松元地区）  
55 30 0 15 15, 315 

農業水 路等長寿命化・ 防災減災事業

（ 中溝地区）  
55 25 0 20 2, 600 

農地整備事業（ 通作・ 保全）  

（ 鹿児島第２ ）  
50 25 0 25 5, 850 

農業水路等長寿命化・ 防災減災事業

（ 松元地区）  
55 25 0 20 1, 700 

計 30, 978 

 (9) 農事事務嘱託員制度 

① 設置目的 

農林行政の円滑な 運営を 図る た め ， 農事事務嘱託員制度を 設け る 。  

② 委嘱事務 

ア  農林業に 関す る 各種調査及び 報告  

イ  農林業に 関す る 文書等の配布， 伝達  
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ウ  農地及び 農業用施設の整備要望の取り ま と め及び 用地確保への協力  

エ  農地及び 農業用施設の災害復旧対策推進への協力  

オ  そ の他， 農林業に 関し て 特に 必要な 事務  

③ 人  数（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

313人 

 

５ 中央卸売市場 

業務開始  昭和10年11月３ 日（ 全国で ７ 番目）  

職 員 数  21名（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

 

青果市場  東開町11番地１  

昭和51年11月新設移転  

敷 地 面 積 97, 393㎡ 

施設延面積 54, 455㎡ 

令和６ 年次の青果物の取扱高は，153, 807ト ン（ 対前年比92. 0％），金額で 400億1, 774

万円（ 108. 9％） と な り ，前年と 比較し て ，数量で 13, 376ト ン 減少し ，金額で は32億6, 157

万円増 加し た 。  

野 菜 の 入 荷 状 況 を ， 卸 売 業 者 の 取 扱 量 が 多 い 順 に 種 類 別 に 見 る と , キ ャ ベ ツ 類 は

25, 838ト ン ( 対前年比87. 9％) , はく さ い は16, 832ト ン （ 89. 2％） , た ま ねぎ は14, 290ト

ン（ 89. 5％） , だ い こ ん 類は12, 466ト ン（ 96. 5％） , ばれい し ょ 類は9, 811ト ン（ 110. 2％）

と な り , こ れら を 含め た 総入荷量は133, 068ト ン （ 92. 9％） で ， 前年と 比較し て 10, 132

ト ン の 減少と な っ た 。  

金 額 に つ い て , 卸 売 業 者 の 取 扱 額 が 多 い 順 に 種 類 別 に 見 る と , キ ャ ベ ツ 類 は 31億

9, 705万円（ 対前年比131. 2％） , た ま ねぎ は21億7, 911万円（ 104. 9％） , ト マ ト は19億

2, 828万円（ 113. 8％） , き ゅ う り は18億9, 132万円（ 112. 5％） , レ タ ス 類は18億8, 031万

円（ 125. 5％） と な り , 全体で は302億9, 098万円（ 112. 2％） で ，前年と 比較し て 32億8, 652

万円の 増加と な っ た 。 １ kg当た り の平均単価は 228円（ 120. 6％） で , 前年と 比較し て 39

円高と な っ た 。  

果実の入荷状況を ， 卸売業者の取扱量が多い 順に 種類別に 見る と , バナ ナ は3, 426ト

ン （ 対前年比91. 9％） , り ん ご は3, 380ト ン （ 86. 4％） , みかん は1, 715ト ン （ 75. 0％） ,

す い か は1, 339ト ン （ 97. 2％） , かき は1, 260ト ン （ 79. 9％） , こ れら を 含め た 総入荷量

は19, 095ト ン （ 87. 9％） で ， 前年と 比較し て 2, 628ト ン の減少と な っ た 。  

金額に つ い て ， 卸売業者の取扱額が多い 順に 種類別に 見る と , り ん ご は17億1, 521万

円 （ 対 前 年比 103. 1％） , い ち ご は 11億4, 801万 円（ 102. 9％） , ぶど う は8億 3, 995万円

（ 109. 2％） , バナ ナ は7億7, 193万円（ 99. 6％） , みかん は6億8, 647万円（ 97. 8％） と な

り , 全体で は95億3, 323万円（ 100. 5％） で ，前年と 比較し て 4, 688万円の増加と な っ た 。

１ kg当た り の平均単価は499円（ 114. 2％） で ， 前年と 比較し て 62円高と な っ た 。  

 

魚類市場  城南町37番地２  

昭和42年４ 月新設移転  

敷地面積 30, 151㎡（ 県有地の借地を 含む ）  

施設延面積 24, 359㎡ 

令和６ 年次の水産物の取扱高は， 数量で 18, 100ト ン （ 対前年比83. 5％）， 金額で 156
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億330万円（ 対前年比92. 1％） と な り ， 数量は 3, 577ト ン ， 金額は13億3, 594万円前年を

下回っ た 。  

こ れを 種類別に 見る と ， 数量で 養殖ぶり が212ト ン （ 142. 3％）， び ん な がが257ト ン

（ 193. 3％），月日貝が114ト ン（ 297. 1％）増加し た も のの, かつ お が3, 590ト ン（ 43. 1％），

し び が113ト ン （ 10. 1％）， 黄はだ が146ト ン （ 21. 5%） 減少し た た め， 全体的に 大幅に

下回っ た 。  

金額に つ い て は， 数量が増加し た 養殖ぶり ， び ん な がな ど が増加し た が， 魚類市場

で 取扱 量の多い かつ お の数量が大幅に 減少し た こ と な ど に よ り ， 全体的に かな り 減少

し た 。  

鮮魚全体の１ ㎏当た り の平均単価は， 771円（ 対前年比109. 5％） で 前年よ り 67円の

増と な っ た 。  

冷凍魚全体の１ ㎏当た り の平均単価は， 1, 328円（ 対前年比108. 3％） で 前年よ り 102

円の増 と な っ た 。 塩干・ 加工品は， 数量 , 金額と も に わずかに 増加 し た 。  

 

中央卸売市場の再整備 

近年の卸売市場を 取り 巻く 環境の変化等を 踏ま え ， 施設の整備を はじ め ， 将来的に

あ る べ き 方向性を 明確に し ， そ の方向性に 基づ い た ハー ド ・ ソ フ ト の両面に つ い て 検

討を 行 い ， 健全な 市場運営を 目指す こ と を 目的と し て ，「 機能的な 市場」，「 活力あ る 市

場」，「 魅力あ る 市場」 の３ つ の基本コ ン セ プ ト を 掲げ， 今後の市場の施設整備と 活性

化対策 に つ い て の整備方針を 示し た 「 鹿児島市中央卸売市場整備計画」 を 平成 21年 

３ 月に 策定し た 。  

整備の方針と し て ， 青果市場は， ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト の考え 方に 基づ き ， 施設の

高度化 や利用者の利便性に 対応し た 改修や修繕に 取り 組む こ と と し ， 魚類市場は， 老

朽化が 著し く ， 施設の再整備が急務と な っ て お り ， 現在地で の建 て 替え を 進め る こ と

と し た 。  

こ の「 鹿児島市中央卸売市場整備 計画」 に 基づ き ， 青果市場， 魚類市場そ れぞ れの

目指す 姿と 達成目標を 明ら かに し ， そ れら を 実現す る た め に 必要な 取組と ， 市場整備

を 推進 す る た め ， 平成 24年３ 月に 「 鹿児島市中央卸売市場魚類市場再整備基本計画」

を ，同年７ 月に「 鹿児島市中央卸売市場青果市場リ ニ ュ ー ア ル基本計画」 を 策定し た 。  

平成25年度は， そ れぞ れの基本計画に 基づ き ， 青果市場で は， リ ニ ュ ー ア ル整備に

向け て ， 技術的検討を 踏ま え た 整備方針を 取り ま と め ， さ ら に 品質衛生管理機能の向

上を 図 る た めの屋根付荷捌場の実施設計を 行い ， 魚類 市場に お い て は， 現在地で の建

て 替え 整備に 向け て ， 再整備基本設計を ま と めた 。  

青果市場で は， 平成26年度から 30年度ま で に ， 屋根付荷捌場・ 自走式立体駐車場の

新築工 事， エ レ ベ ー タ ー ・ 見学デ ッ キ の新設工事を 行う と と も に ， 管理棟・ 関連商品

売場棟 ・ 卸売場棟・ 冷蔵庫棟な ど の改修工事や場内舗装工事等を 実施し た 。  

魚類市場で は， 平成26年度に 市場棟な ど の実施設計を 行い ， 令和３ 年度ま で に 現在

地で の 建て 替え 工事等を 実施し た 。 ４ 年度 から ６ 年度ま で に ， 周辺施設解体工事， 外

構工事等を 実施し , 再整備事業が完了し た 。  

令和２ 年度に 策定し た 経営展望に お け る 基本コ ン セ プ ト で あ る 「 つ な がる 人・ も の  

フ レ ッ シ ュ で 活気あ ふれる 市場」を 目指し て 効率的かつ 効果的な 市場運営に 取り 組む 。 

(1) 取扱品目 

青果市場  野菜， 果実及び こ れら の加工品， 鳥卵並び に 規則で 定め る そ の他の食
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料品 

魚類市場  生鮮水産物及び そ の加工品並び に 規則で 定める そ の他の食料品  

(2) 市場施設 

（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

市場別 名    称  面 積 摘      要  

青果市 場 

卸 売 場 11, 103㎡ 鉄筋コ ン ク リ ー ト 造， 鉄骨造  

仲 卸 売 場 6, 760       〃 

事 務 室 4, 332       〃 

屋 根 付 荷 捌 場 7, 860 鉄骨造 

買 荷 保 管 所 3, 468 鉄骨造 

関 連 事 業 店 舗 2, 987 鉄筋コ ン ク リ ー ト 造， 鉄骨造  

冷 蔵 庫 棟 5, 638       〃 

自 走 式 立 体 駐 車 場 4, 444 鉄骨造 

そ の 他 7, 863 鉄筋コ ン ク リ ー ト 造， 鉄骨造  

計 54,455  

魚類市 場 

卸 売 場 4, 639㎡ 鉄筋コ ン ク リ ー ト 造  

仲 卸 売 場 2, 935     〃 

事 務 室 3, 123     〃 

屋 根 付 荷 捌 場 622     〃 

関 連 事 業 店 舗 1, 180 鉄骨造 

そ の 他 11, 860  

計 24,359  

(3) 取引機構 

（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

業種別員数 

市場別 
卸売業者  仲卸業者  売買参加者  関連事業者 

青 果 市 場 2 22 117 21 

魚 類 市 場 2 29 80 13 

(4) 使用料 

卸売業者市場使用料……税抜卸売 金額の 1000分の３ 。 た だ し ， 鳥卵及び 調理冷凍食

品並び に 冷凍鯨肉以外の冷凍魚及び 調理冷凍食品は税抜卸

売金額の1000分の１  

卸売業者売場使用料……１ ㎡  １ カ 月 青果市場100円 魚類市場100円 
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仲卸業者市場使用料……条例第52条第２ 項の規定に よ り 買い 入れた 物品の販売金額  

（ 消費税額等を 除く 。 以下同じ ） の1000分の３ 。 た だ し ，

鳥卵及び 調理冷凍食品並び に 冷凍鯨肉以外の冷凍魚及び 調

理冷凍食品は販売金額の1000分の１  

仲卸業者売場使用料 ……１ ㎡ １ カ 月 青果市場600円 魚類市場300円 

事 務 室 使 用 料……１ ㎡ １ カ 月 青果市場 卸売場棟700円， そ の他650円 

魚類市場 市場棟事務室340円，  

関連店舗棟事務室734円 

土 地  使 用 料……１ ㎡ １ カ 月 青果市場40円 魚類市場30円 

関連商品売場使用料 ……１ ㎡ １ カ 月 青果市場 1, 250円 

魚類市場 売店819円， 食堂944円 

駐 車 場 施 設 使 用 料……１ 区画 １ カ 月 青果市場 2, 000円 魚類市場 3, 000円 

使用料のう ち 土地使用料の額は， 上記に よ り 算出し た 額と し ， 土地使用料を 除く

そ の他の使用料の額は， 上記に よ り 算出し た 額に 100分の110を 乗じ て 得た 額と す る 。 

※魚類市場は経過措置を 適用中。  

(5) 年間取扱高 

（ 単位 数量： ｔ ， 金額： 千円）  

年次 

区分 

令和４ 年次 令和５ 年次 令和６ 年次 

数  量 金  額 数  量 金  額 数  量 金  額  

青 果 市 場 170, 770 35, 733, 652 167, 183 36, 756, 166 153, 807 40, 017, 737 

 卸 売 業 者 170, 768 35, 730, 385 167, 181 36, 752, 397 153, 805 40, 013, 316 

  ( 野  菜 )  145, 594 26, 379, 224 143, 200 27, 004, 461 133, 068 30, 290, 981 

  ( 果  実 )  22, 154 9, 039, 528 21, 723 9, 486, 347 19, 095 9, 533, 227 

  ( そ の 他 )  3, 020 311, 632 2, 258 261, 589 1, 641 189, 108 

 仲 卸 業 者 2 3, 267 2 3, 769 2 4, 421 

魚 類 市 場 22, 247 16, 563, 562 21, 678 16, 939, 241 18, 100 15, 603, 303 

 卸 売 業 者 21, 539 15, 628, 195 21, 052 16, 035, 677 17, 507 14, 699, 393 

  ( 鮮  魚 )  19, 569 13, 238, 042 19, 393 13, 631, 215 15, 817 12, 181, 992 

  ( 冷 凍 魚 )  756 753, 083 631 756, 855 644 837, 581 

  （ 塩干, 加工, その他）  1, 214 1, 637, 070 1, 028 1, 647, 607 1, 046 1, 679, 820 

 仲 卸 業 者 708 935, 367 626 903, 564 593 903, 910 

計 193,017 52,297,214 188,861 53,695,407 171,907 55,621,040 
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(6) 青果市場入荷量状況 

（ 単位： ｔ ）  

野         菜 果         実 

令和５ 年次 令和６ 年次 令和５ 年次 令和６ 年次 

国 
 

 
 

内 

 鹿児島市 2, 852 

国 
 

 
 

内 

 鹿児島市 2, 492 

国 
 

 
 

内 

 鹿児島市 183 

国 
 

 
 

内 

 鹿児島市 120 

 県内計 66, 473  県内計 60, 118  県内計 3, 385  県内計 2, 795 

 北海道 19, 350  北海道 19, 582  青 森 3, 396  青 森 2, 897 

 長 崎 12, 848  長 崎 11, 201  熊 本 2, 781  熊 本 2, 166 

 熊 本 8, 797  熊 本 8, 278  福 岡 1, 580  福 岡 1, 258 

 宮 崎 8, 244  宮 崎 7, 563  長 野 918  長 野 916 

 群 馬 5, 455  群 馬 5, 144  佐 賀 696  佐 賀 601 

 その他 20, 514  その他 19, 466  その他 2, 754  その他 2, 770 

 県外計 75, 208  県外計 71, 234  県外計 12, 125  県外計 10, 608 

外 国 1, 519 外 国 1, 716 外 国 6, 213 外 国 5, 692 

合 計 143,200 合 計 133,068 合 計 21,723 合 計 19,095 

(7) 魚類市場鮮魚の魚種別取扱高 

（ 単位： ｔ ， ％）  

順
位 

令 和 ５  年 次 令 和 ６  年 次 

魚  種 数  量 率 魚  種 数  量  率 

1 か つ お 類 8, 622 44. 5 か つ お 類 5, 031 31. 8 

2 ま ぐ ろ 類 1, 566 8. 1 ま ぐ ろ 類 1, 699 10. 7 

3 た い 類 1, 246 6. 4 た い 類 1, 175 7. 4 

4 し び  1, 119 5. 8 ぶ り  1, 049 6. 6 

5 ぶ り  1, 099 5. 7 し び  1, 006 6. 4 

6 あ じ 類 624 3. 2 貝 類 556 3. 5 

7 か ん ぱ ち  537 2. 8 あ じ 類 538 3. 4 

8 さ ば 類 506 2. 6 か ん ぱ ち  530 3. 4 

9 貝 類 474 2. 4 さ ば 類 485 3. 1 

10 い か 類 411 2. 1 い か 類 443 2. 8 

 そ の 他 3, 189 16. 4 そ の 他 3, 305 20. 9 

 合 計 19,393 100.0 合 計 15, 817 100. 0 


